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A. 研究目的 

 2015 年 5 月、世界保健総会で「薬剤

耐性(AMR)に関するグローバル・アク

ション・プラン」（国際行動計画）が

研究要旨 

欧州や米国では、アンケート調査を通して国民の薬剤耐性（AMR）に関

する知識と普及啓発の効果を評価し、その内容の再編や啓発対象をより

具体化している。対して日本では国民全体を対象にした、薬剤耐性（AMR）

に関する調査は行われていない。本研究では、意識調査研究を用いて、

薬剤耐性（AMR）に関する国民の知識を評価・分析し、より効率的な普及

啓発を目指し、その普及啓発に伴う国民の理解・知識の推移をみた。 

本調査では、「風邪やインフルエンザに抗生物質は効果的だ」といった

誤った知識を有するものが 40.6%、「薬剤耐性」という言葉を聞いたこと

があるものが 41.6%であり、今後の正しい知識の普及の必要性が示唆さ

れた。その一方で、正しい知識を得たことで何らかの思考・行動変容に

繋がったものは半数を超えていた(58.9%)。 

本調査は国民の意識の中で AMR 対策の障壁となり得るものを示唆して

いると共に、適切な情報の提供が国民の行動変容につながりうることを

示唆している。 
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採択され、これを受け日本では、2016

年 4 月 5 日に「薬剤耐性（AMR）アク

ションプラン」が策定された。このア

クションプランの6分野にわたって掲

げられる目標の１つに、国民の薬剤耐

性（AMR）に関する知識や理解に関す

る普及啓発があげられている。 

欧州や米国では、国を挙げた薬剤耐性

に関する普及啓発が行われる中で、ア

ンケート調査を通して国民の薬剤耐

性（AMR）に関する知識の評価のみな

らず、普及啓発の効果を評価し、その

内容の再編や啓発対象をより具体化

している。対して日本では国民全体を

対象にした、薬剤耐性（AMR）に関す

る調査は行われていない。 

本研究では、意識調査研究を用いて、

薬剤耐性（AMR）に関する国民の知識

を評価・分析し、より効率的な普及啓

発を目指し、その普及啓発に伴う国民

の理解・知識の推移をみるために実施

した。 

 

B. 研究方法 

期間：2017/3/17~2017/3/21 

対象：インテージリサーチ社に登録さ

れているモニター（医療関係者は除い

た） 

実施機関：インテージリサーチ社 

実施内容：『抗生物質に関するアンケ

ート』と評した全 24 問のアンケート

（資料 2） 

 

C. 研究結果 

 調査依頼数は 21093 人、そのうち有

効回答を得られたものは 3390 人

(16.1%)であった。医療従事者は全体

の中から排除した。有効回答者の全質

問に対する回答時間は18分 12秒であ

った。 

  

Ⅰ．回答者の属性 

回答者の属性は、性別は女性が

48.8％、男性が 51.2％であった。年齢

は、40~54歳が32.7%、55~69歳が31.4%、

35~39 歳が 28.1%を占め、35~69 歳が全

体の 9割以上を占めた。職種は、専業

主婦・主夫が 14.5%を占め、これにそ

の他の職業(13.5%)、そのほか製造業

(8.2%)、その他サービス(7.6%)が続い

た。 

最終学歴では、高校卒が最も多く

(37.3%)、続いて大学卒(31.6%)であっ

た。毎日インターネットを使用してい

る回答者は、全体の 85.5%であった。 

 

Ⅱ．抗菌薬の服薬状況と知識・認識に

ついて 

１． 抗菌薬の服薬状況について

（図 1） 

 過去12ヶ月での抗菌薬使用（錠剤、

粉末、シロップなど形状を問わない）

状況は 46.2%（1,566 人）であった。 

その抗菌薬使用経験者のいちばん
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最近飲んだ抗生物質の入手経路を見

てみると、病院から処方された割合が

84.0%、診療所の医師から処方された

割合が 9.5%であった（図 2）。 

 抗菌薬を飲むことになった理由を

見てみると、風邪(45.5%)、その他

(21.6%)、インフルエンザ(11.6%)、発

熱(10.7%)の順となっていた（図 3）。 

 また自宅に抗生物質を保管してい

るのは、全体の 11.7%であった。抗菌

薬の自己中断や用量用法を加減した

ことのある人は、全体の 23.6%であっ

た（図 4）。 

さらに保管している抗生物質を、自分

で使ったことがあるのは 75.8%、家族

や友人にあげて使ったことがあるの

は 26.5%であった（図５）。 

 

２． 抗菌薬に関する知識・認識につ

いて 

「抗生物質はウイルスをやっつける」

「風邪やインフルエンザに抗生物質

は効果的だ」の設問に対して、「正し

い」と回答したのは、それぞれ 46.8%、

40.6%であった。全体の 38.8%は抗菌薬

が副作用を持ち合わせていることを

認識していた（図６）。また次世代の

ために抗菌薬の乱用を控えるべきだ

との考えに同調したものは、50.4%い

た（図７）。 

 

Ⅲ．抗菌薬に関する情報について 

１． 抗菌薬の情報について 

この 1年間に「不必要に抗生物質を飲

んではいけない」という情報認知の機

会は 57.5%になかった（図 8）。 

対して、「機会があった」「既に知って

いた」ものについては、情報源として

新聞やテレビのニュース番組が最も

多く(25.7%)、これに医師(19.1%)、家

族または友達(11.6%)、ラジオ(11.1%)

が続いた（図 9）。 

さらに、これらの情報を得たことで抗

菌薬への考え方が変わったものは、

58.9%におよんだ。そのうちの 44.5%

が抗生物質を必要だと思うときには

医師へ相談するようになっていた。そ

のほか、抗生物質の自己中断をやめる

(32.2%)、医師以外の処方でない抗菌

薬内服の自粛(29.2%)といった行動変

容が見られた（図 10）。 

 

２． 抗菌薬の情報源について 

抗生物質に関するきちんとした情報

を得ようとするとき、利用する情報源

は医師が最も多く(73.5%)、薬剤師

(41.6%)、病院(21.4%)、その他の健康

関連のインターネットサイト(17.1%)

がこれに続いた（図 11）。 

 

Ⅳ．薬剤耐性の認知度 

 薬剤耐性という言葉の認知度は、

41.6%であった（図 12）。その一方で、

「薬剤耐性とは、人が抗生物質に効き
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にくい体質や免疫、耐性を持ってしま

うことである」という誤った認識を

41.7%が持っていた（図１３）。 

 また、薬剤耐性の原因としては、抗

生物質の過剰な使用(46.5%)、抗生物

質の不必要な使用(36.8%)との理解を

持っていた（図１４）。 

 

D. 考察 

一般国民を対象にした抗菌薬に関

するアンケート調査を実施した。 

インターネットを通したモニター

対象調査であるため代表性という点

で制限はあるが、統計上の各都道府県

の人口比率、年齢比率を参考にモニタ

ーを抽出した。 

日本では 2016 年度に策定された薬

剤耐性アクションプランにのっとり、

医療者向けの抗菌薬使用に関する手

引きの発行などが進む中、一般国民の

抗菌薬に関する意識を評価する意義

は大きい。 

本調査では、「風邪やインフルエン

ザに抗生物質は効果的だ」といった誤

った知識を有するものが 40.6%、「薬剤

耐性」という言葉を聞いたことがある

ものが 41.6%であり、今後の正しい知

識の普及の必要性が示唆された。一方

で、正しい知識を得たことで何らかの

思考・行動変容に繋がったものは半数

を超え(58.9%)、今後、一般国民に向

けた普及啓発を実施する中で一定の

効果が期待される。 
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E. 結論 

インターネットを通したモニター対

象調査を行い、一般国民の抗菌薬に関

する意識を評価した。「薬剤耐性」に

関する正しい知識の普及の必要性が

示唆された。正しい知識を得ることで

思考・行動変容に繋がることが示唆さ

れ、国民に向けた普及啓発による効果

が期待される。 
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